
産業用無人ヘリコプター教習施設指定基準 

制    定  平成１８年７月１９日　１８農航発第６２５号

一部改正　平成２２年７月  １日  ２２農航発第４７０号

一部改正　平成２７年１２月３日　２７農航発第４１８号

一部改正　平成２９年６月１４日　２９農航発第３９３号

一部改正　令和　８年５月２５日　　８農航発第１５５号 

１ 産業用無人航空機教習施設の要件 

 産業用無人航空機等運用要領（平成２年５月１５日付け２農航発第１３０号、

以下「要領」という。）第６条に定める産業用無人航空機教習施設（以下「教習

施設」という。）は、次の要件を満たしているものとする。 

（１）操作実技教習及び学科教習を行う場所並びに教習機材等が整備されていること。

操作実技の教習を行う場所は、教習に支障のない規模であり、かつ公共施設、居

住区域等との距離が十分あること。 

（２）教習施設を管理する責任者（以下「施設管理責任者」という。）及び産業用無人

ヘリコプターオペレーター（以下「オペレーター」という。）の技能認定に係る

手続き並びにその管理を行う体制が整備されていること。  

（３）オペレーターの操作実技に関する教習を行う実技指導教官及び農薬安全使用等

に関する教習を行う学科指導教官（以下「指導教官」という。）が選任されてい

ること。 

２ 教習施設の指定 

産業用無人航空機等運用要領第２条第２項に定める産業用無人ヘリコプターに  

  ついて、次の要件を満たしている施設とする。 

（１）教習施設（本校）として、一般社団法人農林水産航空・農業支援サービス協会

長（以下「協会長」という。）の指定を受けようとする者は、「産業用無人ヘリコ

プター教習施設指定申請書」（様式１）（以下「教習施設指定申請書」という。）

を開設の１ヶ月前までに協会長に提出するものとする。又、原則として教習の全

部又は一部を行う施設として、分校を同一都道府県内に置くことができる。  

（２）協会長は、前項の申請を受理したときは、必要に応じ調査員を指名し、当該施

設について、前号に定める要件を満たしているかどうかについて調査させるもの

とする。 

（３）調査員は、調査結果を取りまとめ、協会長に提出するものとする。  

（４） 協会長は、教習施設指定申請書並びに前項により提出された調査結果を審査し、

教習施設として適当であると認めたときは、「産業用無人ヘリコプター教習施設

指定証」（様式２）（以下「教習施設指定証」という。）を交付するものとする。  

（５）教習施設指定申請書内容に変更を生じたときは、教習施設指定申請書に教習施

設指定証を添えて協会長に提出するものとする。  



（６）協会長は、教習施設が教習施設としての要件を満たさなくなったとき又は当該

教習施設の関係者が、教習施設として適切でない行為を行ったときは指定を取り

消すことができるものとする。 

 この場合、協会長は、予め農林水産航空技術企画委員会（以下「委員会」とい

う。）の意見を聞かなければならない。  

また、教習施設を廃止しようとする者は、廃止理由書並びに教習施設指定証を

添えて教習施設指定申請書を協会長に提出するものとする。  

（７）協会長は、教習施設に対し、調査員を派遣して調査を行い、必要に応じ改善を

求めることができるものとする。  

（８）施設管理責任者は、分校を置こうとするときは「産業用無人ヘリコプター教習

施設（分校）開設届」（様式３）を協会長に提出するものとする。  

協会長は、この開校届が提出されたときには、これを受理するものとする。  

３ 教官 

（１）教官は次の要件を有するものとする。  

①実技指導教官は、技能認定基準第１７条の規定により認定を受けた「産業用無

人ヘリコプターオペレーター指導員」であること。 

②学科指導教官は、農薬の安全使用に関する知識及び経験を有した者であること。

産業用無人ヘリコプターオペレーター指導員資格を有することが望ましい。  

③教官は、教習に必要な資質と技量に優れた者であること。

④教官は、（３）の規定により協会長の認定を受けなければならない。

（２）施設管理責任者は、実技又は学科指導教官について、「産業用無人ヘリコプター

オペレーター指導教官推薦状」（様式４）（以下「指導教官推薦状」という。）を

協会長に提出するものとする。 

（３）協会長は、施設管理責任者から提出された指導教官推薦状に基づき、教官とし

て認定したときは、「産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官証」（様式５）

（以下「指導教官証」という。）を交付するものとする。  

（４）指導教官は、協会長が主宰する指導教官研修を２年に１回受講しなければなら

ない。なお、指導教官在任期間中は、指導員更新研修を免除するものとする。  

（５）指導教官の認定を受けた者がこれを辞する場合は、当該教習施設を経由して、

「産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官証返還届」（様式６）を、協会

長に提出するものとする。 

（６）協会長は、指導教官が次の要件に該当すると認めたときは、指導教官の認定を

取り消し、指導教官証の返還を求めることができる。この場合、協会長は、関係

施設管理責任者の意見の聴取並びに当該教官の弁明並びに委員会の意見を聞か

なければならない。 

①指導教官として好ましくない行為を行ったとき。

②指導教官として適切でないと認められるとき。



 

（７）施設管理責任者は、教習の一部を補佐する者として、指導教官の管理のもとに

補助員を置くことができる。 

 

４ 教習カリキュラムの作成 

（１）協会長は、教習の基本カリキュラムを作成し、施設管理責任者に提示するもの

とする。 

   また、協会長は、副読本等の資料を作成し、配付するものとする。  

（２）施設管理責任者は、教習カリキュラムを作成し又は変更したときは、協会長に

届け出るものとする。 

 

５ 教習施設の表示 

  施設管理責任者は、当該施設に、協会長が指定した産業用無人ヘリコプター教習

施設であることを示す表示を掲げるものとする。  

 

６ 個人情報の取り扱い 

  教習施設関係者は、個人情報その他の職務上知り得た情報を関係者以外に漏らし

てはならない。 

 



様式１（教習施設指定基準２の（１）、（４）、（５）（６）） 

    年   月   日 

 

産業用無人ヘリコプター教習施設指定申請書 

 

（一社）農林水産航空･農業支援サービス協会長  殿 

 

 

                    申請者住所 

                    申請者名              ㊞ 

                    教習施設名 

                    施設管理責任者名          ㊞ 

                    電話番号 

 

産業用無人ヘリコプター教習施設として指定願いたく、下記のとおり書類を添えて 

申請します。 

記 

区   分 摘         要 

1 

 

申 請 の 種 類 

 

 □新規    □変更    □廃止 

指定番号 

2 
学科教習施設所在地 〒 

操作実技教習施設所在地  

3 教習機材の種類及び数量 別 紙 

4 
教官の認定番号及び氏名 

実技指導 認定証番号  氏名 （別 紙） 

5 学科指導 認定証番号  氏名 （別 紙） 

6 施設開設の時期 （新規申請の場合）  年   月   日 

7 施設廃止の時期 （廃止申請の場合）  年   月   日 

8 その他  

(注)該当箇所の区分該当事項の番号に「○」印の上、内容記入 

  添付書類  1.所在地の略図（面積） 

2.教習施設及び実技場及び周囲の状況写真 

 3.教習計画書・使用テキスト等 

     ※ 新規申請の場合は、添付書類一式（1～3）を添付 

※ 記載内容変更の場合は、既教習施設指定証を添付 

※ 教習施設廃止理由書の提出並びに既教習施設指定証・表示を農林水産航

空・農業支援サービス協会宛に返還すること 



様式 ２（教習施設指定基準２の（４）） 

産業用無人ヘリコプター教習施設指定証 

１．施設指定番号   施設 号 

２．指定年月日 令和 年 月 日 

３．施設の名称 

４．施設管理責任者氏名 

５．施設の所在地 

 （１）学 科 

 （２）実 技 

６．申請者名 

 産業用無人ヘリコプターオペレーター教習施設指定基準２の（４）の 

規定に基づき、上記のとおり指定します。 

令和 年 月 日 

一般社団法人  

農林水産航空・農業支援サービス協会 

会  長 



様式３（教習施設指定基準２の（８）） 

年 月 日 

産業用無人ヘリコプター教習施設（分校）開設届 

（一社）農林水産航空・農業支援サービス協会長 殿 

教習施設（本校）名 

施設管理責任者名  ㊞ 

電話番号 

産業用無人ヘリコプター教習施設の分校を、下記のとおり書類を添えて届出いたします。 

記 

区 分 摘 要 

1 届出の種類 □新規 □変更 □廃止

2 分校名 

3 教習内容 □学科 □実技

4 分校施設所在地 〒 

5 教習機材の種類及び数量 別 紙 

6 施設開設の時期 （新規申請の場合） 年 月 日 

7 施設廃止の時期 （廃止申請の場合） 年 月 日 

8 その他 

（注）該当箇所の区分該当事項の番号に「○」印の上、内容記入 

添付書類  1.所在地の略図（面積）2.教習施設及び実技場及び周囲の状況写真 

3. 教習計画書・使用テキスト等

   ※ 新規の場合は、添付書類一式（1～3）を添付 



様式 ４ （教習施設指定基準３の（２）） 

年 月 日 

産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官推薦状 

（一社）農林水産航空・農業支援サービス協会長 殿 

住 所 

教習施設名 

  施設管理責任者名 ㊞ 

電話番号 

 下記の者は、産業用無人ヘリコプター指導教官として、教習に必要な資質と技量に優れ

た者であることと認め推薦します。 

記 

区 分 摘 要 

１ 教官の教習区分 □実技 □学科

２ 指導員認定証番号 － 

３ 氏名・性別 
フ リ ガ ナ 

□ 男 □ 女

４ 生 年 月 日 昭和・平成 年 月 日生 

５ 住   所 
〒 

６ 電話番号 （ ） － 

７ 勤め先（所属） 

８ 操作機種 

９ 農薬士等の資格名称 

（注）操作機種は、実技指導教官のみ記載 



様式 ５（教習施設指定基準３の（３）） 

産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官証 

（表） 

産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官証 

氏名  Ｓ・Ｈ ・ ・ 生 

住所 

認定証番号 －    一般社団法人農林水産航空 

・農業支援サービス協会 

交付年月日    ・ ・ 

実技指導教官 

学科指導教官 

写 真 

（裏） 

注 意 事 項

・ 教官は、2 年に１回、研修を受けて下さい。 

・ 研修参加時には必ずご持参下さい。 

・ 本証は他人に貸与、譲渡することはできません。 

研修出席 

確認印欄 

○○年 ○○年 ○○年 ○○年 ○○年 



様式 ６ （技能指定基準３の（５）） 

年 月 日 

産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官証返還届 

（一社）農林水産航空・農業支援サービス協会長 殿 

認定証番号 

指導教官名 ㊞ 

住  所 

教習施設名 

施設管理責任者名   ㊞ 

電話番号 

 私は、下記の理由で、産業用無人ヘリコプターオペレーター指導教官として従事しない

ので、指導教官証を返還いたします。 

記 

1.理由

  2.今後の方向(該当に○印) 

①指導員として従事

②オペレーター

③従事しない（資格登録抹消に依存がない）

④その他

指導教官証貼付欄 

（指導教官証が無い場合は、その理由） 




